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○ 就労への支援の充実

１ 卒業後の自立や社会参加に向けて、市町村に設置されている就労支援センターを活用

するとともに、企業、学校、労働関係機関と連携を強化し、生徒の就労を促進する。

２ 障害児を受け入れる企業に対して、個々の障害への認識を深め、就労後ミスマッチを生

起しないための研修を強化する。とくに発達障害者に関する研修の強化を要望する

３ 特別支援学校高等部生徒の就労を促進するため、在学中の企業等での実習の強化を図

る。

○ 「障害者権利条約」の批准を促進する立場から、国内法の整備を行う

身体障害者福祉法を「生活機能分類」の立場から精査し、抜本的な改定を早期に検討

すること。当面、全国各地の地方自治体で実施が始まっている、障害者手帳を交付されな

い軽度・中等度障害児への補装具について、学校教育上の観点から購入助成制度を国

の施策として確立すること。(具体的には軽度・中等度の聴覚障害児の補聴器購入助成制

度など)

○ 東日本大震災で被災した地域の障害児のための予算措置をもとめる

特別支援学校、特別支援学級の在籍児、通級指導教室の通級児で被災した幼児、児

童、生徒に生活再建のためのきめ細かい支援を行う


